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酪連だより 

酪農の情勢と対策 

牛乳の需要は増大し乳牛頭数は減少している 

 全国の乳牛飼養頭数は、今年２月の農林省統計調

査部の発表によると 1,238,300 頭であり、38 年中の

牛乳生産量は 2,768,800ｔである。農林省は将来、国

民の食生活の向上と人口の増加並びに学校給食を全

面的に生牛乳にする計画等を勘案して、45 年には乳

牛頭数と牛乳生産量を 36年を基準にして、頭数は３

倍の 2,654,870 頭に、牛乳生産量を４倍の 8,454,148

ｔ（4,509 万石）にふやす計画をたてている。今後、

国民経済成長による食生活の改善によって、牛乳の

消費は当然増大することが考えられる。 

 現在、本県の乳牛頭数は（39 年統調）30,200 頭、

牛乳生産量は 38 年中 72,378ｔ（38.6 万石）であり

ます。この乳牛頭数の構成をみると、成牛 19,950 頭

で前年比 7.3％ふえているが、18 ヵ月未満の育成牛

は 10,250 頭で逆に 11.2％減っている。このことは昨

年の豪雨による災害に加えて、乳価安飼料高等が追

い打ちして、乳牛の屠殺頭数の増加として現われた。

本年になって更に拍車がかけられ、２～３才の若牛

が昨年の２倍の屠殺頭数（１～９月）となっている

ことは、全く憂慮すべき状態にある。また成牛の屠

殺においても年を追って増加してこの原因は乳価安

の飼料高と一般労賃の高騰による農業労力の不足等、

色々の要因があると考えられる。 

 

自家産のよい子牛を育成しよう 

 この状態は本県だけでなく全国的な傾向である。

このまま推移すると乳牛頭数は減少し、牛乳生産量

は不足して農林省の計画達成はおろか、需要に追付

けなくなり生乳の学校給食実施にも差しつかえるこ

とも推察される。したがって 36 年の酪農ブームが再

来し、乳牛の価額が暴騰すると思われる。これに対

処するために酪農家は今後酪農経営の拡大、または

淘汰牛のあと牛に備えて自家に生産した子牛の良い

ものを大切に育ててやることである。すなわち酪農

経営は乳牛の改良増殖をはかることが基本であるか

ら、血統や能力のよくわかった自家産の乳牛で我が

家の酪農経営の改善合理化をはかることが、もっと

も重要なことである。また乳牛の需要に応ずる体制

を整えておかねばならない。そのためには生産した

子牛は育成し、登録を受け血統を明らかにして、正

常な価値をつけておく必要がある。 

 現在、血統登録中と雑種牛とでは、１頭につき大

体２万円くらいの価額差がある。しかし雑種でも順

を追って血統登録牛となる道が開けている。乳牛は

生れて搾乳できるまでには27ヵ月くらいの日数が必

要である。折角生れたよい子牛を屠殺することは、

やがて乳量の予測できない乳牛を高価で買い求めね

ばならないことになるから子牛は大切に育成すべき

である。 
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酪農基本政策確立 
全国酪農民大会の開催 

 これからの農業発展を担うものは、酪農であると

いわれだしてからかなり久しい。酪農民はここ数年

来は、特に乳価飼料問題に日をついやしてきた。昨

年来酪農事情は悪く、一つの壁にぶつかっており、

酪農戸数、頭数、乳量共に停滞し伸展がみられない。

又若令屠殺牛は著しく多くなっていることは、大き

い問題をなげかけられている。即ち生産性の低い零

細な副業的酪農は、農村労働力の減少、労賃の上昇

等で次第に脱落している現状である。 

 政府は酪農振興法による生産助成政策を行ってき

たが、今後牛乳需要に応じ、酪農の根本対策（酪農

基本政策）樹立の必要から「酪農対策の考え方と方

向」を公式に発表した。（下記抜粋） 

 この酪農基本政策は生乳生産者の多年の懸願であ

り、生産者としても喜びであるといえる。 

 開催日時 12月８日（火）午前 10 時 30 分より、東

京日比谷公会堂において日本酪農政治連盟主催によ

る全国酪農民の総結集を行い、酪農基本政策確立を

推進大会を開催する。 

 

Ⅰ．大会スローガン 

１．今こそ酪農基本政策を確立しよう。 

１．酪農を主食産業として正しく位置付けよ 

１．飲用乳重点の生産・消費対策の確立推進 

１．酪農製品の貿易自由化反対 

１．強力な国家投資による酪農・乳業の徹底的近代

合理化 

１．生産費・所得を償う強力な乳価支持制度の確立 

１．国産生乳完全供給による学校給食制度の確立 

１．乳牛用流通飼料特別制度の確立 

１．酪農政治力の一大集結を図ろう 

 

Ⅱ．酪農基本政策確立に関する要請 

 １．牛乳、乳製品を主食糧として制度的、財政的

に正しく位置づけると共に、国内自給体制の確

立と貿易自由化の排除、阻止を明確化すること

を酪農基本政策の基本目標とすること。 

 ２．市乳化促進対策を強力に推進すると共に、既

存酪農家の規模拡大と既耕地利用対策を確立す

ること。 

 ３．国際競争力に対応する生産、処理、流通を貫

く酪農、乳業の革新的近代化施策は従来の行政

区分による平面的施策をこの際排除し、一般経

済の動向、酪農、乳業の実勢に即して、地区、

地域の特性と実態を生かし、あくまで商品生産

としての酪農の経済性を確保するため、立体的

な広域的な「経済地区・経済圏構想」によって

計画、樹立を行い強力に推進すること。 

 ４．生乳の価格安定と生乳生産者の経済安定のた

め、速やかに下記事項を骨子とする強力な価格

支持政策を確立すること。 

 （１）全生乳を対象とする。 

 （２）保証価格は生産費・所得補償価格とし、酪

農広域経済圏毎に毎年度国が設定する。 

 （３）右保証価格と、公的機関が設定する市場実

勢価格との差額を、国費をもって不足払い

する。 

 （４）不足払いの交付金は、生乳共販団体を通じ

て生乳生産者に交付する。 

 ５．学校給食に対する生乳供給の制度化を速やか

に確立すること。 

 ６．流通飼料の価格安定、供給拡大とともに、と

くにこの際生乳価格と一貫性を有する乳牛飼料

の特別対策を確立すること。 

 ７．酪農基本政策の確立にあたり、国は積極的財

政投融資を行うものとし、とくに現行融資制度

の改革を断行し、金利水準の大巾値下げ、旧債

の借替え、償還期限の延長、貸し付け範囲・融

資拡大の枠を図ること。 

 


